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結語

はじめに

第2次世界大戦後になって大きく表面化した開

発途上国におけるいわゆる人口爆発は，その社会

経済に少なからぬ影響を与えてきた。なかでも，

バングラデシュでは，人「l圧力に起因する諸問題

（農村における七地所有の細分化・不平等化，士地な

し農民層の累積や不完全就業の増加，都市におけるス

ラムの拡大，失業の増大やインフォーマルセクターの膨

脹など）が最も深刻かつ尖鋭にあらわれていると

されている（注1)。それは，人口の非常な欄密性

(1984年現在の人口密度は 1平方比あたり681人）にも

かかわらず， 国内総生産に占める農林水産業（大

部分は農業）のシェアが最近に至ってもなお50佑

程度を維持している反而，製造業のそれが10釘に

していないという事実は2)に象徴されている。

にもかかわらず，そのような人日の急増下にお

ける農業の展開（特にその生産力的側面）とそのメ

カニズムについては，現在までに十分な解明がな

されてきたとは言い難い。換言すれば，かぎられ

た農地に加わる人口圧力の増大に対して殷業部門

でいかなる技術変化が起きてきたのか。その主体

はどこにあったのか。今後はどういう方向（技術

変化）にすすむのか，あるいはすすむべきなのか。

さらには，必要な技術変化がいかなる制度的枠組

の下で促進されうるのか，といった一連の問題が

分析されずに残されていると言ってよい。

本稿の目的は，バングラデシュ 1国というマク

ロレベルにおいて，以上の問題を検討することに

ある。

以下の構成を述べると，第 I節では，バングラ

デシュがパキスタンの一部として独立 (1947年）

してから以降，最近に至るまでの農業成長の内容

とその要因，すなわち，土地利用の高度化による

作付面積の拡大過程，および改良品種の導入等に

よる七地生産性の上昇過程を分析する。続いて第

II節では，第 I節において明らかになった農業成

長の源泉としての技術変化が，農業構造（本秘では

経営規模および小作率面積をその指標とする）とどの

ような関連をもっているかを主として1977年農業

センサスを材料にして分析する。最後に結語では，

第II節の分析結果がもつ含意に言及する。

（注 1) 渡辺利火「絶対的貧困の構造」（『アソア紆

済』 第23巻第 5号 1982年5月）を参照のこと。

(/.L 2) 人l.l密度は， WorldBank, World De℃e-

lopment Rep()rt 1.986,ワシントンD.C., 180ペーシ，

table 1に，tった0 GDPに古める各産業のシェアは

Bangladesh Bureau of Statistics（以下 BBSと略す），

Statistical Pocket Book of Bangladesh 1.984-85,ダ

ソ 7J,1985{!'., :398ページを参照のこと。
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Ⅰ　農業成長の源泉　1948～82年
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バングラデシュにおける農業発展

I 農業成長の源泉 1948~82年

1. 農業の成長と人口

バングラデシュの国土の大部分は世界でも最大

級のベンガルデルタ上にあるが，東南アジア大陸

部の主要なデルタ，すなわちイラワジ，チャオフ゜

ラヤ，メコンと比較すると，その開発過程に大き

な差異がみられる。誤解をおそれず端的にいえ

ば，前者の開発は人口圧力の増大，後者のそれは

海外需要の伸びに起因するものであった。 19世紀

後半，とりわけ1870年代以降に海外需要が爆発的

に伸びるに伴って，後者がデルタの大規模な開拓

とともに輸出用の米生産を急増させたのとは対照

的に，前者では主作物である米よりもむしろシェ

アの小さいジュートが伸びたのであり，全体とし

て変動は小さかったといえよう。ベンガルデルタ

には，当時すでに大規模な開拓を可能にする豊富

な末耕地がなかったのである（注 l)。

こうしたベンガルデルタの開発の歴史の古さ

は，米がもつ人口支持力の高さと相侯って，ベン

ガル地域をして早くから世界有数の人口桐密地帯

としてきた。さらに，人口は， 20世紀初頭から半

世紀にわたって年率1客弱というかなり高い水準

で増加しつづけ，この頃から徐々に人口圧力によ

る問題が表面化しつつあったと言える（注 2)。とこ

ろが，さらに1950年をすぎる頃から人口増加率は

爆発的な水準に達し， 1951~61年には 2.0は， 61

~74年には2.7喜 74~81年には2.9匂と加速化し

てきたのである。その原因は死亡率，とりわけ乳

児死亡率の低下にあり，古典派経済学者が想定し

たような食料供給量に適応する形で起こったので

はない。また，この期間における産業構造の変化

は非常に緩慢であり，たとえば工業部門の急成長

に対応していたわけでもない。換言すれば，人口

の急激な増加は経済とは独立に生起したものとい

ってよいのである。

では，このような人口圧力の急激な高まりに対

し，農業部門はいかなる対応をしてきたのであろ

うか。

なお，バングラデシュの農業は，その生態環境

を反映して極端に稲作に偏っており，作付面積，

生産額ともに米だけで約80~ばを占めている。した

がって，農業全般の成長を検討する際にはほぼ稲

作のみに注目すればよく，必要なかぎりでジュー

トおよび小麦を取扱うにとどめる。

第 1表は， 1950~80年（ただし5カ年移動平均値）

の稲作の成長率である。この期間，生産量は年率

2.0はで増加し，そのうち作付面積の増加が43名，

士地生産性の上昇が57はそれぞれ寄与していた。

これをバングラデシュ独立 (1971年）前後で区分

すると，生産量の増加率はそれぞれ2.1客， 1.7拿

と大差ないが，その源泉が大きく変化したことが

注目される。すなわち，作付面積の増加の寄与が

1970年までの期間には52芯を占めていたのに対

し， 70年以降は20名にとどまっており，土地生産

性の上昇が，生産量増大の決定要因としての重要

性を高めてきたと言えよう。

第 1表稲作の年平均成長率 （％） 

期 間 生産量 1 作付面積 士地生産圧―
-- --

1950~80 I 1.97(100) I o.84(43) I 1.12(57) 
1950~10 I 2.os(100) I 1.09(52) I o.99(48) 
1970~80 I 1.74(100) I o.34(20) I 1.40(80) 

- - - ← 

（出所） 1948~71年は， Ba叫 adesh Bureau of 
Statistics (BBS), Statistical Digest of Bangla-

desh No. 8: 1972,ダッカ， 44~45ページ。
1972~82年ほ， BBS,Statistical Pocket Book 
of Bangladesh 1984-85,ダッカ， 216ページ。
（注） 5カ年移動平均値の成長率。かっこ内は寄与
率。
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一方， 1950~80年の間，ジュートの生産は停滞

（年率ー0.1ぶふただし70年以前は0.4似の増加，以後は

1.1宕の減少）したのに対し，小麦は年率12.6客

の急成長を遂げ（作付面積の寄与が67客，士地生産性

のそれが33は），特に70年代半ば以降著しい。小麦は

ラビ (rahi)期作にしめるシェアでは無視できない

割合に達したといえるが，農業全体からみるとま

だ微小であり，その影響力はあまり大きくない。

したがって，当該期間の農業全体の成長率はほ

ぽ年率 2.0はとみてよく（注 3)，これは人口の成長

率 2.5約ぢよりも小さい。つまり， 1人当りでは

マイナス成長であったことが知られる。これが近

年，食料輸入への依存度が高まってきた（注4)主た

る原因である。

さて，次に作付面積と土地生産性のそれぞれの

変化の過程とその要因を詳しく検討しよう。

2. 作付面積の拡大要因

バングラデシュの農作期はバドイ (bhadoi)期，

アガニ (aghani)期，ラビ期に分けられ（注 5)，各作

期に栽培される稲は，順にアウス (aus)，アモン

(aman)，ボロ (boro)と呼ばれる。ただし，アモン

にはバドイ期とアガニ期にまたがる直播アモン

と，アガニ期だけの移植アモンがある。伝統的な

主作期はアガニ期であり，米の生産量にしめる割

合は，移植アモン 46.5富， アウス 22.4名， ボロ

19.4盆直播アモン 11.7は (1980年）となってい

る。なお，ジュートと小麦はそれぞれバドイ期，

ラビ期の作物である。

第2表は，以上の分類による作物別の作付面積

の増加率および増加面積をしめす。増加率に注目

すると，ボロの4.3は，小麦の8.2名が群を抜いて

高く，ラビ期作の急速な拡大が知られる。ところ

が，ラビ期作はもともとの面積が小さいがゆえに

増加面積はあまり大きくなく，その指標でみると

アウスの重要性が浮びあがってくる。すなわち，

当該期間の増加面積 260万;名のうちアウスは43似

にあたる 112万芦を占め，さらに1970年までをと

ればその重要性はより高まる (56は）のである。

ただし， 1970年以降はバドイ期作（アウスおよび

ジュート）の減少が目立ち，作付面積の拡大がも

っばらラビ期作に負っていることが読みとれよ

う。前項において観察された1970年以降の作付面

積拡大要因の重要性の低下は，バドイ期作，特に

アウスの動きによって規定されていたと言うこと

ができる。

一方，土地利用統計をみると，純作付面積(net

sown area)（注6)は国土面積1440万互の60盆弱を占

めるが，その数値は1956~82年（注7)にはほとんど

第2表主要作物の作付面積の変化

，期間 稲 アウース 1 アモン 1 ボーロ ジュート 小麦 1 合計
年成 →←- [ _ 1 -ー-―ヽ—:_ | -ヽ→

1950~80 0.84 I―l.45- 0.19 4.30 ,,....I 1950~80 I o.84 I 1.49 I o.19 I 4.30 I t:. 0.10 I s.21 
平長％ 1950~10 I 1.09 I 2.36 I 0.20 l 4.81 i o.95 I 5.67 
ッ， 1970~80 0.34 | A 0.22 0.16 3.28 I A 2.16 13.49 

I C-,ヘ--均率 I 
増^ ｀ 1950~80 I 226 [ 112 I 32 I 82 △ 2 I 36 I 200 
麟 1950~70 191 119 22 5015  7 213 

町 1970~8034 A 7 9 | 32A  17 29 46 

（出所） 1948~71年は， BBS,Statistical Digest of Bangladesh No. 8: 1972,ダッカ， 44~48ページ。

1972~82年：稲は， BBS,1982 Statistical Yearbook of Bangladesh,ダッカ， 232ページ。小麦は， BBS,

Statistical Pocket Book of Bangladesh 1984-85, ダッカ， 220~221ページ。ジュートは， BBS,Statistical 

Pocket Book of Bangladesh 1984-85,グッカ， 216ページ。
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バングラデシュにおける農業発展

第 1図土地利用の高度化の過程
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（出所） 1956~70年は， BBS, Statistical Digest 
()fRangladesh No. 8: 1972,ダッカ， 42~43ペ

ージ。
1971~82年は， BBS,StatisticalPocket Book of 
Rangladesh 1984-85,グッカ， 204~205ページ。

（注） 作付率＝
純作付面積
耕作可能地 XlOO

作付集約度＝
のべ作付面積
純作付面積｀XlOO

土地利用率＝
のぺ作付面積
耕作可能地 -x100

変化がない。すなわち，予想されたように， 1950

年代半ばまでにはすでに耕作フロンティアがほぼ

消滅してしまっていたと言ってよい。一方，耕作

可能地 (cultivablearea)（注8) に対する純作付面積

の割合（以下，作付率と称する）はほぼ一定であり，

作付面積の拡大は，第 1図に示すように，純作付面

積に対するのべ作付面積の割合（以下，作付集約度

と称する）の増加に起因するものであった。

すなわち， 260万はの作付面積の増加は，アカヤ

二期作の単作地にバドイ期（特にアウス）作やラビ

期作が加わる 2期（毛）作化の過程であったと結

論づけることができる。このうち，アウスがアモ

ンに加わる 2期作化という現象は従来ほとんど注

日されてこなかったものであり，その規模の大き

さからみても十分に強調される必要があろう。

次に，ではその拡大要因は何だったのだろう

イスラム (M.M, Islam)の推計によれば，アウ

スの作付面積は 1920~45年には 180万ぶ前後であ

り，大きく増加したという傾向はみられない（注9)。

したがって，問題はなぜ1950年代と60年代にアウ

ス作の急速な拡大が起こったかである。論点とす

べき点は 2点ある。一つはアウス作の労働生産性

の低さとリスクの高さであり，他の一つはアウス，

アモンヘの改良品種の導入である。

第 3表は主要作物の労働生産性の相対値である

が，アモンを 100とするとき，アウスは 63, ジュ

ートは80でしかなく，バドイ期作の労働生産性は

低い。アウスについては，その原因は，単収が低

＜品質も劣る（低価格）にもかかわらず，労力がか

かる（特に除草作業）ということにある（注10)。さら

に，アウスは成育期に急激な洪水にやられること

が多く，毎シーズン40客程度がその被害を受ける

という指摘もあり（注11)，リスクが大きい。前項で

述べた人口圧力の高まりは，農民をして労働生産

性の低下やリスクの増大という犠牲を払わせてで

も，生産量の増加を要請したのである。

ポズラップ (E.Boserup)は，人口圧力の増大に

対して農業が七地の作付頻度 (frequencyof crop・ 

）
一
均

6380000266

00

箪
[

1

1

1

8
0
5
1
6
3
0
0
0
6
8
1
-

ー

9

1

1

1

.

 

値
＝

ー

6607001473 

対

ン

ー
1

相
モ

799
1

1

1

1

喩Y
 

の

ア

ー

―

性
(
|
7
8
1
|
6
7
2
4
0
0
8
9
8
7

9

-

l

1

1

,

 

7
7
5
9
0
1
0
0
9
5
1
1
 

産

ー

生

,

9

1

1

2

 

ー

働労
1
7
6
1
1
7
8
1
8
1
0
0
0
1
4
0
1
1

1
1
1
 

の

，

9,
1
 

物

ー

5ー

7
9
0
1
5
,

作

9
7
6
3
1
0
9
1
4

ー

ー

4
1
5
2
5
1
0
0
9
8
眩

要

[
7
 
9

1

1

 

主

ー

表
1
7
3
1
|
6
5
1
4
0
0
5
1
0
8
1
|
[

9

1

1

1

1

 

ー

3
 
第

ス

ト

ン

ロ

麦ゥ；ュ
ア
ジ
ア
ボ
小

か。

（出所） 生産物価額については， BBS,1982 Agri・ 
cultural Yearbook of Bangladesh,ダッカ， 683

~714ページ。
面精当り労働投入量は， Jahhar,M. A.; A. K. 
M. Farque, "Labour Requirements for Major 

Crops in Bangladesh," Bangladesh Journal of 

.4.gricultural Economics, 第 1巻第1号， 1978

年6J], 104ページ。
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ping)（注12)を高める方向をとらざるをえなくなり，

同時にその豊富な労働力ゆえにそういう方向をと

ることが可能になるとし，またその過程で労働時

間当り生産性が低下することを主張した（注13)。そ

してその一つの事例として， 「灌漑を用いない多

毛作は，ほとんどの場合 1毛作よりも 1人 1時間

当り平均産出最が低くなるように思われる。なぜ

なら，追加作物は普通，育成に最適な季節に栽培

される 1毛作の作物より，過度の一ーあるいは不

十分な＿水量とか寒気のために，絶滅にさらさ

れる場合がずっと多いからである」（柁14) と述べて

いる。アウスの拡大はその適例であろう。

しかし，ボズラップも認めるように（注15)，人目

圧力はそのような技術変化の必要条件ではあって

も十分条件ではない。その意味では， ガングリ

(B. Ganguli)が主張した（注16) ょうに， 3月から 5

月にかけて，すなわちアウスの成育初期に比較的

十分な降水量があるというベンガルデルタの気象

条件は重要である。しかしさらに重要なのは，ア

ウスの拡大による作付体系全体の整合性の問題で

ある。つまり，アウスの作付が引き起こすアモン作

付の遅延がアモンの収絋に大きく響く（注17)という

制約が，改良品種の導入によって緩められたとい

う事実である。具体的には，植民地政庁の下で

1911年から進められてきた稲の試験研究の成果と

して， 40年代半ばまでにアウスヘはハシコルミ

(Hashikalmi)などの早生の多収量品種， アモンヘ

はナイザシャイル (Naizersail) という感光性が強

<, 9月初めに移植しても在来種よりもかなり高
い収量が得られる品種等が開発され（注18)，それら

が普及するに伴って技術的制約が緩和され， 2期

作化が促進されたと言える。

ジョーンズ (S.Jones)によるダッカ県パニマラ

(Panimara)村の事例報告は，以上述べたアウス拡

大のメカニズムを支持している。第4表はパニマ

ラ村における土地利用の変遷を示すものである

が， 1930年代および40年代に「貧しい農民」の間

でアウスの栽培がすすんだ事実は，それが人口圧

カの増大によって誘発されたものであることを裏

づけるものである。また， 1950年代から70年代は

じめにかけてアウスが他の農民にも広がった原因

については，ジョーンズも，アモンにおける感光

性の強いナイザシャイルの普及によるところが大

きかったと述べている（注19)。

第4表 パニマラ村における土地利用の変遷

アガニ期
（アモン）

正誓如はじめ LVLL/VVLI((TTV) ) (T) ［ 

＇ 
20~22 
32~35 
35~40 

1970年代はじめ～
80年

灌非 灌漑漑 地地 休LV(B• T) 耕 LV/LIV） (T＊) ＊ 休
HYV(T) 耕

40~45 
LIV(T 65~70 

（出所） Jones, S., "Agrarian Structure and Agricultural Innovation in Bangladesh: Panimara Village, 
Dhaka District," T. B. Smith; S. Wannali編， UnderstandingGreen Revolutions,ロンドン， Cambridge
University Press, 1984年。
（注） ＊は ‘poorpeasant'のみ。 ＊＊は LIVの比重が高まることを示す。
L V: local varieties, LIV: local improved varieties, HYV: high yielding varieties, B:直播， T:移植，

1マウンド =c37.3kg。
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以I::のような経過でアウスの拡大が1950年代と

60年代に進んだわけであるが，一方，ラビ期作の

拡大は60年代半ば以降，加速化していく。ただ

し，ラビ期作のなかでもボロと小麦では急速な拡

大を経験した時期が異なり，前者は1960年代半ば

から70年代半ばまで，後者は70年代半ばから80年

代はじめにかけてであった。

これらラビ期作が加わる 2期（毛）作化の過程

は， 1979~81年の小麦の場合を除き，ほぼ灌漑面

積の拡大に呼応するものであったと言うことがで

きる。灌漑面積の統計は作物別と灌漑方法別に入

手可能であるが，一部を除き1972年までしか遡る

ことができない。そこで1971年以前については，

ボロの作付面積を手掛りにして次のような推計を

行なった。

(1)小麦に対する灌漑面積は 1972年にはわずか

9000;'名であり， 71年以前については無視できる。

(2)ボロに対する灌漑率は1980年以降を除いて93似

前後で安定しているので， 71年以前のそれを72年

と同じ93.5らとする。 (3)ボロに対する灌漑面積の

バングラデシュにおける農業発展

全灌概面積にしめるシェアは， 1972~76年には75

もば前後で安定しているので， 71年以前のそれを72

年と同じ75.3はとする。 (4)以上を仮定すれば，

1971年以前の全灌概面積は， ボロの作付面積に

0.935を乗じ，さらに0.753で除することによって

得ることができる。 (5)1971年以前の低揚程ボンプ

(low lift pump)とチューブウェルによる灌漑面積

は入手可能であり，全灌漑面積からこれらを差し

ひけば，ドン(doon)（注20)や振りつるべ(swingbasket) 

（注21)に代表される伝統的方法による灌概面稼が得

られる。

第2図が以上の推計結果である。これによれ

ば， 1948~52年から78~82年までに灌漑面積は約

116万芦増加し， うち近代的方法（低揚程ボンプお

よびチュープウェル）が約70ぢにあたる80万芦，伝

統的方法が約30名にあたる36万芦を占めていたこ

とになる。また，図をみると， 1966~69年に伝統

的方法による灌漑面積が大きく増加していること

が注目されよう。 1966年からボロに IR系の高収

量品種 (HYV)が導入されはじめたことを考えれ

第2図灌漑面積の推計
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（出所） 1971年以前の近代的方法による灌漑面積は， BBS,Statistical Digest of Bangladesh No. 8: 1972,ダ
ッカ， 93ページ。同期間の伝統的方法によるものは，本文にあるような方法で推計。
1972~80年は， BBS, 1982 Agricultural Yearbook of Bangladesh,ダッカ， 653~664ページ。
1981~82年は， BBS,Statistical Pocket Rook of Bangladesh 1.984-85,ダッカ， 232ページ。
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第5表主要作物の土地生産性の年平均成長率

稲 I.アウ···;ー-•ア-□E ・シ-［未―•口 1 ジュート 小 麦
・・-・・・ ．．．．．． I _ 1| 

1950~80 I 1.06 ・ 1.01 I 0.85 I 2.62 I t; 0.07 I 4.03 
1950~58 0.10 i 1.32 I 1; 0.16 I o.64 I o.38 I 1; o.59 
1958~64 3.07 1 2.543.21 3.28 1.28 2.15 
1964~70 I 0.07 t; 1.60 I t; 0.80 I 8.61 I t; 0.39 I 5.47 
1970~73 I 1; 0.08 : 1; 0.53 I t; 1.08 I 0. 70 I 1; 4.09 I 1.24 
1973~80 I 1.83 I 2.29 I 2.29 I 0.19 I 0.28 I 11.30 

.．.．  ........ ． 、

（出所） 第2表と同じ。

（％） 

ば， HYV導入に伴って収益性が高まる

と農民がそれに対して機敏に反応し，従来は採算

に合わなかった土地にも伝統的灌漑法を採用した

結果であると思われる。ただし，伝統的方法によ

る灌漑面積はその後1972年に大きく減少したあと

最近まで停滞している。一方の近代的方法による

灌概面積は， 1961年にわずか 2万6000ぷにすぎな

かったものが82年には96万4000謬に達し，特に最

近はチューブウェルの増加が目立っている。低揚

程ボンプやチューブウェルは主にバングラデシュ

農業開発公社 (BangladeshAgricultural Develop・ 

ment Corporation,略称 BADC)がかなり高率の補

そのような努力の助金（注22)付きで供給しており，

成果であることはよく知られている。

なお， 1982年時点の純作付面積に対する灌漑面

積の比率は約21はであり，灌漑の拡大の余地はま

だ十分にあると考えられる。灌漑の拡大は，

がHYVの採用および化学肥料の増投を促し士地

生産性の向上をもたらす効果もあわせもつがゆえ

それ

に，政策的にさらに推し進める必要があろう。

3. 

これは，

土地生産性の上昇要因

前項で明らかにしたように， アウスの拡大が止

まってからは，米の増産は土地生産性の向上に期

待するところが大きい。そのためにも，まず過去

における土地生産性の動きとそれを規定する要因

が分析されなければならない。

第5表は主要作物の土地生産性の成長率であ

8 

る。このうち稲に注目すると，それは1950~80年

に年率 1.1はで成長したが，時期による変動が大

きく， 58~64年の 3.1名および73~80年の 1.8ほ

以外はほぼ停滞していたということができよう。

第3図 主要作物のHYV比率の変化
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（出所） 稲については1970年以前は， BBS,Statis-
tical Yearbook of Bangladesh 1975,ダッカ，
96~97ページ。 1971~82年については， BBS,
1982 Statistical Yea1book of Bangladesh,ダッ
ヵ， 232ページ。
小麦については1973~76年は， BBS, 1982 
Agricultural Yearbook of Bangladesh,ダッカ，
65ページおよび68ページ。 1977~82年は， BBS,
1982 Statistical Yearbook of Bangladesh,ダ
ッカ， 240~241ページ。
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パングラデシュにおける農業発展

第4図化学肥料投入量の推移
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（出所） F AO, Fertilizer Yearbook,ローマ，各

年版。

また，そういう傾向が多分にアウスとアモンの動

きによって規定されていることも明らかであろ

。
スノ

1958~64年は，灌漑や IR系の HYV,化学肥

料などの近代的投入財の採用が始まる直前の時期

である。この時期における成長率が最高であった

のは意外な事実と言わざるをえないが，よい天候

に恵まれたこと（注23)に加えて肥培管理の緻密化，

さらに前項でも触れた1911年以来の試験研究の成

果である改良品種 (LIV)の採用等が影響したもの

と考えられる。一方， 1964~70年には，灌概の拡

大とHYVの採用によりボロの単収が飛躍的に伸

びたが，アウスとアモンの単収が逆に低下してし

まい，稲全体としては停滞したのである。

次の1970~73年はバングラデシュ独立前後の混

乱期であり，その後73~80年に再び高い成長が達

成される。これは第3図に示したようなアウスと

アモンヘの（緩慢ではあるが） HYVの普及や化学

肥料の増投（第4図）の反映であると考えられる。

一方，第3図からわかるように， HYVの普及

の程度については稲（特にアウスおよびアモン）と

小麦は対照的である。 1973~80年において小麦の

士地生産性は年率11.3各という急成長を遂げた

（第5表）が，それはこの時期における HYVの

普及にみごとに照応している。ところが，アウス

およびアモンヘのHYV採用比率はいまだ15佑程

度にとどまっており，水管理の困難なデルタにお

ける稲作の近代化の難しさを見せつけている。

周知のように，バングラデシュにおける HYV

の開発は主としてバングラデシュ稲研究所(Bang-

ladesh Rice Research Institute,略称 BRRI)が行な

っており，この国の生態環境により適した BR系

の品種が次々に発表されてきた（第6表）。これら

のうち，アウスとボロには BRl,BR3や IR8が

多く，移植アモンには BR4や BRlO,BRllが

多い。また，直播アモンヘのHYV品種は末開発

であり，若千のLIVがあるのみ（注24)である。さら

に， BRRIによって奨励されてはいないが重要な

品種としてパジャム (Paiam)がある。パジャムは

1960年代はじめにもたらされ，収量は第6表にあ

るHYVの約80も蹂でしかないものの，化学肥料の

投入が少なくすむうえに病気に強いこと（注25)か

らよく普及している。パジャムは統計上は HYV

に含められており， 1980年における移植アモンの

HYVのうち 48ははパジャムである（アウスは 2

腐ポロは12は）（注26)。

稲の単収向上の鍵をにぎるものとして，一つに

は， 主としてラビ期における「工学的適応」（注27)

としての灌漑の拡充（それは同時にHYVや化学肥料

の投入を伴う）があげられるが，ここで強調したい

のは，もう一つの，バドイ期や特にアガニ期にお

ける「農学的適応」としてのそれぞれの生態的条

件により適合する HYVの開発および普及であ

， 
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名称
、一、
Chandina (BRl) 

Mala (BR2) 

Biplab (BR3) 

13rrisail (BR4) 
Dulhahhog (BR5) 

IR28 (BR6) 

Brribalam (BR7) 

Asha (BRS) 

Sufala (BR9) 

Progoti (BRlO) 
Mukta (BRll) 
Moyna (BR12) 

Gazi (BR14) 

Mohini (BR15) 

Shahibalam 
{BR16) 

摺

!rrisail (IR20) 
Purbachi 
(Chen-chu-ai) 

第6表バングラデシュにおける HYV品種
| ` `  ` ` ` ― --作 期 成脊期間―-I―高――さ＿ ＿収―ーー量
`”””- —- -一ー（日）—-一ぐ_ I__ (cm) 1 .. (t/ha) 

{ Aus 
- --- ------~-、＿

115~120 I 75~ 88 I 4.5~5.5 
Boro I 145~150 

｛ 
75~ 88 

~us I 120~125 I 113~120 
Boro 

I 4.5~5.5 
150~160 I 110~115 : 

{ Aus 125~130 95~100 
T-Aman I 140~145 I 95~100 
Boro 

6.0~6.5 
165~170 

T 
88~ 95 

. Aman I 140~145 
T 

120~125 
. Aman I 158* I 138~143 

105~110 I 100~113 
135~140 I 95~100 
115~130 I 100~125 
135~155 

USrousro 

A
B
o
A
B
o
 

＇
~
し

r
l

n
n
 

a
a
 

m
m
 

usorousorOAAUSOrousorousoro 

A
B
A
B
T
T
A
B
A
B
A
B
 

r
l
r
l
,
|
_
 

{ Aus 
Boro 
T. Aman 
{ Aus 
Boro 

T. Aman 
{ Aus 
Boro 

120~125 
155~160 
115~120 
145~150 

145~150 
140~145 
125~130 
160~165 

120~125 
155~160 
120~125 
155~160 

125~130 
160~165 
135~145 
130~135 
170~175 

130~140 
115~120 
140~150 

113~125 

113~125 

120~125 
120~125 
95~100 
80~ 85 

115~120 
100~105 
95~100 
80~ 85 

100~105 
85~ 90 
100~105 
95~100 
88~ 95 

100~113 
95~100 
88~ 95 

5.5~6.5 
2.8~3.2 

3.2~4.5 

3.5~4.5 

4.5~6.0 

4.5~6.0 

5.5~6.5 
5.5~6.5 
4.0~4.5 
4.5~5.5 

4.5~5.0 
5.0~6.0 
4.0~5.0 
5.0~5.5 

4.0~5.0 
5.0~6.0 
5.5~6.5 

5.5~6.5 

4.5~5.5 
3.5~5.5 

ー 、 ~ ーヽ一

導 入年
l 

1970 

1971 

1973 

閤
1977 

1977 

1978 

1978 

曰
1983 

1983 

1983 

需

澪

（出所） Bangladesh Rice Research Institute, About BRRI, ダッカ， 1984年， 25ページ。
（注） T. Amanとは移植アモンのこと。

＊播種期に応じて成育期間が変わる感光性の品種であり， 6月中旬に播種した場合の数字である。

る。そういう意味ではBRRI等の試験研究機関へ

の期待は大きい。

一方，以上のような技術的条件の重要性は十分

に認めつつも，そういう技術変化を促進あるいは

阻害する制度的あるいは社会経済的条件を知るこ

とは，政策決定のうえで不可欠の要素である。第

11節はそういう視点からの接近である。

（注1) 松井透「英領期ベンガル農業統計研究」

（『東洋文化研究所紀要』第88冊 1982年3月） 94ペー

ジ 表C-1から計窮すると（現在のバングラデシュ

領に相廿する地域のみの加重平均）， 1893~ 1920年の

間の総作付面積の変化は，年率0.14佑の減少である。

それ以前について同様の統計はないが，ジュートの作

付面積が主産地で1872~1900年に急増しているのが注

目される (Chaudhuri,B., "Growth of Commercial 

Agriculture in Bengal-1859-1885," Indian Eco-

nomic and Social History Review,第7巻第 1号，

1970年3月， 56ページ）。しかし，それは米の作付を犠

牲にしたものとされている (33ページ）。

（注2) 後述のように， 1911年から米の品種改良に

関する試験研究が組織的に行なわれており，人口圧力

の軽減の必要性がこの頃すでに意識されていたと言え

よう。

（注3) ホセイン(Hossain,M., "Agricultural De-

velopment in Bangladesh: A Historical Perspec-

tive," Bangladesh Development Studies, 第12巻第

IO 
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4号， 1984年12月， 52ページ）によれば，米以外の作

物を含めた農業全体の成長率は年率2.0は（ただし穀

物のみでは2.2f;j:)である。

（注4) 1948~50年 (3カ年平均）には 2万3000トン

程度にすぎなかった米およぴ小麦の輸入量は， 78~80

年には162万9000トンに増加した。

（注5) 各農作期は下の表に示した時期に対応す

る。なお，年降水量2100%（全国平均）の80ぢ以上は

雨期に集中する。さらに，ガンジス，プラマプトラ，メ

グナの 3大河川がバングラデシュに運びこむ水量は，

この国自体から出る水量の約10倍（しかも雨期に頂な

る）にもなり（福田仁志『世界の灌漑』東京大学出版

会 1973年 246ページ），雨期には多くの耕地が水没

する。

-, ， ， 
3月： 4: 5 : 6 : 7 : 8 : 9 : 10 : 11 : 12 : 1 : 2 

疇

: ： : : l : : 1 : : ， 
＇ ， ， 
＇ 

9 ，知，迅， 9 9 即 9心，
：夏期： ： ' ：雨期： ＇ ， 乾期

'''  ''''  ''''  I ~ I 駈，

，パドイ期：
''  9 9 ＇ ''....・ 1 9 9 D ~ 

: : : :アガニ期： ： ＇ 
， 

9 9 9 
9 9 ,  

， 
＇に'’

， 
''  

， ；コー'
9 9 ，フ， 
: : : : : 

（注 6) バングラデシュの土地利用区分は以下のと

おりである。

far翌ea¥ ----- I = 
uncult 
area 

ただし，

current fallow : 1年問の休耕地。

culturable waste: 耕作可能であるにもかかわらず

2年以上耕作されていない土地。

not available for cultivation: 建物，

など。

道路， 水路

（注7) 1948~55年の統計は， 56年以降との明らか

な不整合が存在するので除外した。

（注8) 本節（注 6)を参照のこと。

（注9) Islam, M.M., Bengal Agricultu1e 1920-

1946: A Q ・uantitative Study,ニ ヨーク， Cam-

bridge University Press, 1978年， 205~269ページに
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て推計されたアウスの修正面積 (revisedacreage)の

うち， ラジャヒ (Rajshahi)，ダッカ (Dacca)，チッタゴ

ン(Chittagong)の合計値（シレット (Sylhet)県を除

く現在のバングラデシュ領にほぼ一致する）の推移を

みると， 1920~22 年 (3 カ年・、ド均値） 179.6 万~. 25 

~27年 168.3万芦,, 30~32年 182.9万嘉， 35~37年

190.0万;'.'.,40~42年 181.7万はである。

（注10) 単収は， 1979~81年 (3カ年平均）におい

て， 10¢―当り精米換算でアウス 100.6拭，移植アモン

139.9拭，直播アモン96.8胡，ボロ207.8劣P.(BBS,1981 

Statistical Yearbook of Bangladesh,ダッカ， 171~

174ぺ•ージ）である。 また， アウスの米の品質は一般

に粗悪(coarse)であり (Alim,A., Bangladesh Rice, 

ダッカ， AssociatedPrinters, 1982年， 91ページ），端

境期 iア市場に出回る (Chaudhury, R. H., "The 

Seasonality of Prices and Wages in Bangladesh," 

R. Chambersほか編，SeasonalDimensions to Rural 

Poverty, ロンドン， FrancesPinter, 1981年， 89ペ

ージ， Fig.3. 6を参照のこと）にもかかわらず， 1975

~84年 (10カ年平均）において米全般の価格を 100と

する相対価格をみると，アウス 95, アモン 106, ボロ

97である (MonthlyStatistical Bulletin of Bangla-

desh, BBS, 1985年7月， 87ページ）。さらに，アウス

の栽培における除草作業の高コスト性については，以

下を参照のこと。 Taniguchi,S., "Society and Eco-

norny of a Rice-producing Village in Northern 

Bangladesh," S. Taniguchi; H. Sato, Studies in 

Socio-cultural Change in Rural Villages in Ban-

gladesh No. 3,束京， Institutefor the Study of 

Languages and Cultures of Asia and Africa, 1985 

年， 45~47ページ。

（注11) Bangladesh Rice Research Institute 

(BRRI), Proceedings of the First BRRI-Extension 

Multilocation Working Group Meeting on Rice-

based Cropping Systems, ダッカ， 1984年， 5ペー

ノ。

（注12) これは第 1図で定義した土地利用率と同じ

概念である。

（注13) Boserup, E., The Conditions of Agri-

cultural Growth, ロンドン， George Allen & 

Unwin, 1965年（安澤秀ー・安澤みね共訳『農業成長

の諸条件』ミネルヴァ書房 1975年）。

（注14) Boserup,同J:書， 40ページ。

I I 
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（注15) 同上書 41ページ。

（注16) Ganguli, B., Trends of Agriculture and 

Population in the Ganges Valley, ロンドン，

Methuen, 1938年。

（注17) 9 Jl以降に移植アモンの移植が行なわれる

と25~70応の収祉減がある (BRRI,前掲胄， 5ペー

ン）。

（注18) Government of Pakistan, Re1Jiew of 

Half a Century of Rice Research in East l~kis­

tan,ダッカ， EastPakistan Government Press, 1962 

年に詳しい。

(rl:19) Jones, S., "Agrarian Structure and Ag-

ricultural Innovation in Bangladesh : Panimara 

Village, Dhaka District, "T. B. Smith; S. Wannali 

編， UnderstandingGreen Revolutions, ロンドン，

Cambridge University Press, 1984年。

(it20) )ii・型の容器を揺り動かして掲水するもの。

John.~on, B. L. C., Bangladesh,第 2版，ロンドン，

Heinemann Educational Books, 1982年， 45ページに

その写真がある。

（注21) 綱のついたバスケットを 2人で揺り動かし

て掲水するもの。やはり同上汽 45ページにその写真

がある。

（注22) たとえば Khan,A. R., "The Comilla 

Model and the Integrated Rural Development 

Programme of Bangladesh: An Experiment in 

'Cooperative Capitalism'," World Development,第

7巻策 4/5号， 1979年4/5月， 415ページによると，

低揚程ポンフ＇は 68ぷ，深井戸 (deeptubewell)は77名

の補助率であった (1973/74年）。また化学肥料につい

ても同様の高率の補助が行なわれているが，主として

財政難から1978年以降かなり下げられている。

（注23) 国際農林業協力協会『バンダうデシュの農

業ー一1現状と膳発の課題---』 1978年 56ペーシ。

（注24) 深水地帯として有名なシレット県のハビゴ

ンジ (Habiganj)の研究所で隅発されたハビゴンジ系

の品種群。詳細は， Government of Pakistan,前掲

書， 79~196ペーシ。

（注25) Johnson,前掲書， 72ページ。

（注26) BBS, Thana Statistics Vol. 2 Major 

Crops,ダッカ， 19821，ーより算出した。

（注27) 「工学的適応」と「農学的適応」について

は，石井米雄「歴史と稲作」（同編『タイ匡ー一｛ひとつ

I2 

の稲作社会ー一ー』創文社 1975年） 20ページを参照の

こと。

n 農業構造と農業の技術変化

1. 課題と方法

農家の経営規模や小作制度が労働吸収力（注1)ゃ

要素部分生産性，さらには総合的な経済効率とど

う関係しているかという問題は，インドを中心に

して広汎に議論されてきた（注2)。議論の発端は，

インドで 1950年代に実施された農家経営調査

(Farm Management Survey) にあらわれた経営規

模と士地生産性との逆関係，すなわち，小規模経

営ほど士地生産性が高いという関係をどう説明す

るか，ということにあった。現在までに試みられ

た説明は次の三つに大別される。 (1)技術が異な

る，（2）労働や土地の質が異なる，（3）生産要素（特

に労働）の実効価格 (effectiveprice)が異なる。

このうち，（2）と (3)については説明が必要であろ

う。 (2)はたとえば，農業生産において要求される

管理作業の緻密さゆえ，家族労働力が中心である

小規模経営の労働力の方が生産的である（労働の

異質性）とか，農民層分解の過程で小規模経営か

ら大規模経営への士地の集積が起こるが，その際，

劣等地から先に進むため小規模経営の経営地の方

が質が高いとか，あるいは大規模経営の経営地の

方がより分散錯圃の度合が大きく非効率である

（土地の異質性）， などである。また(3)は， さまざ

まな原因にもとづく労働市場の不完全性ゆえ小規

模経営の労働力の実効価格ば1家労賃評価）が市場

賃金率より低くなる結果，小規模経営の方が限界

生産力のより低いところまで労働投下を行なうた

め，とするものである。

上記の説明のうち最も有力であると考えられて
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いるのは{3)であり，さらにそのより具体的な現象

形態としては，同一作物への労働投入景の差とし

てではなく（ほぼ技術的に固定されている），士地の

利用度の差や作日選択 (cropmix)の違いとしてあ

らわれるとする見方が強いと言えようぼ3)。バ

ンゲラデシュについても，イクバル・アーメド

(Iqhal Ahmed)がコミラ (Comilla)県での農家調査

の結果，同じ結論に達しているぼ4)。

一方，小作制度との関係については，理綸tの

発展紐5)とは襄腹に経険的事実としては明確た関

係が見出せない領向にあると言える。

次に， Lで述べた経営規模と土地生産性との逆

関係が1960年代半ばに始まるいわゆる緑の革命に

よって解消されたか否か，という議論がある。す

なわち，大規模経営が新技術の採用に打利であれ

ばそれは逆関係を弱める方向にはたらくであろう

からである。たとえば，グリフィン(K.Griffin)Cil 6) 

は，たとえ新技術が規模に関して中立的であって

も，近代的投入財やそれを購入する資金に対する

アクセスが大規模経営層に有利であるために，新

技術の採用は大規模経営が有利であると主張して

いる。しかし，一方では現実に観察される新技術

の採用率と経営規模は無関係であるとする研究も

多い（注 7)。

小稿ではデータの制約上，直接には土地生産性

や労働吸収力を取扱うことができないため，上地

利用の集約性や灌漑，HYV，化学肥料の採用率と

いう指標をとって， それらと農業構造（経営規模

および小作面積率）がどう関係しているかを分析す

ることにより，以上の問題に間接的に接近する。

資料としては，1977年農業センサスの県(district)

別経営規模別のデータを用いる。ただし，生態環

境が他県と全く異質であるチッタゴン・ヒル・ト

ラクツ (ChittagongHill Tracts)県は除外して合計

バングラデシュにおける農業発展

19県をとり，また経営規模についても，センサス

では0.5エーカー未満， 0.5~1.0, 1.0~1.5, 1.5 

~2.5, 2.5~7.5, 7.5エーカー以上の 6階層に

分類されているが，統計数値の精度の関係上，下

位 2階層を一つにまとめ，合計5階層とした。し

たがってサンフ゜ル数は19県5階層の95個である。

また，センサスにおける経営規模の概念には屋

敷地や農道，水路，溜池などの耕作不能地 (not

available for cultivation)が含まれているが， それ

らは経営耕地とはいえないので，経営規模はそれ

らを除く耕作可能地に限定して計算した。

一方，本分析の特徴としては，不十分ながらも

経営地の質の差を考慮した点があげられる。バン

グラデシュでは士地利用は基本的に土地の高さと

季節によって規定されており（第5図），土地の質

の差は多分にその高低に対応していると考えてよ

い。 1977年センサスでは農地 (farmarea)が翡位

地 (highland)，中位地 (middleland)，低位地 (low

land)に分類されており， したがって， これらを

説明変数に加えて重回帰分析を行なえば，土地の

質の差による影響をかなり取除くことができよ

う。なお，センサスの定義によれば，高位地とは平

年には冠水しないが洪水ピーク時(Bhadra月， 8月

中旬～ 9月中旬）にはひざの麻さ以下の程度に冠水

する年もある土地であり，中位地とは年間に 6カ

月未満冠水し，ヒ°ーク時にはひざの高さ以上腰の

高さ以下に達する土地，低位地とは年間6カ月以

上冠水し， ヒ゜ーク時に腰の高さ以上に達する土地

をいう。第 5図に示した分類にあてはめれば，証

位地は， L-1,L-2とL-3の一部，中位地はL-3

の一部とL-4,低位地は L-5に相当するものと考

えられる。

さらに，この分析では，農業生産や農業構造に

みられるであろう地域差を県ダミーを用いること

13 
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第5図土地利用の基本型

，̀、・-.
‘、 ‘̀ 

ヽ`ヽ`
‘‘ 

L-1 L-2 

バドイ期 アウス アウス

アガニ期 移植アモン 移植アモン

ラビ期 小麦 小麦

L-3 

アウス
ジュート

移植アモン

ポロ
小麦

L-4 

直播アモン
ジュート

直播アモン

ポロ

L-5 

ポロ

最高水位
(8月）

（出所） Komoguchi, Y., "Rural Community and Agriculture in Bangladesh: 
An Essay on Three Selected Villages"(『駒沢地理』第18号 1982年） 87ペ
ージおよび90ページを参考にした。
（注） ただし， 3期作はほとんど行なわれていない。

第7表変数一覧

A 経営規模 （エーカー／戸）
S 小作面積兜 (%) 
LH (LM LL) 晶（中・低）位地比率(%)
CI 土地利用率(%)
CI-1 作付率 （％） 

CI-2 作付集約度（％）

耕作可能地／農家数
小作地／農地
高（中・低）位地／農地
のべ作付地／耕作可能地
純作付地／耕作可能地

のべ作付地／純作付地
AUS JUT AMO BOR 0TH 

アウス，ジュート，アモン，ボロ，その他
の作付集約度（％） 各作物の作付地／純作付地

純灌漑地／純作付地

LI (LI-M LI-T) 
灌漑（近代・伝統）而積率（％）

LI-0 (LI-1 LI-2 LI-3) 
稲（アウス，アモン，ボロ）濯漑面積率（％） 稲灌漑地／稲作付地

I (I-LLP 1-TW) 
濯漑（低揚程ボンフ゜，チュープウェル）採用農家率（％）

HYV---0（HYV-1 HYV-2 HYV-3) 
稲（アウス，アモン，ボロ） HYV採用面積率(%)

LF 化学肥料採用面積率(%)
F 化学肥料採用農家率(%)

（出所） 筆者作成。

によって処理した。すなわち， 19県のうちチッタ

ゴン (Chittagong)県を基準にとって，それを除く

18県に対応するダミー変数を重回帰式に組み込ん

でいる。したがって，少なくとも県レベルの地域

14 

差は除外されたことになり，以下の回帰分析の結

果は農家の経済行動をあらわしていると解釈され

る。

なお，以下の分析で使用する変数名は第7表に
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整理した。

農業構造と土地利用

R.2=0.93 

2. 

第8表は，農業構造と士地の質の関係を示すも

これをみると，小規模経営の経営地が

高位地 (LH)に偏り（注8)，低位地 (LL)に少ないの

に対し，小作地が中位地 (LM)に多く低位地に少

のである。

ないことがわかる。低位地はほとんどボロの単作

地で生産性が最も低いと考えられ（注9),

て大規模経営よりも小規模経営の経営地に，

自作地よりも小作地に質の高い士地が多いと言う

したがっ

また

ことができるであろう。バングラデシュにおける

土地の売買は基本的には小規模（所有ベース）農家

から大規模農家への売却である（注10)から，前に述

べた議論，すなわち，小規模農家が劣等地から先

に売却するために彼らの士地の方が質が高いとす

る議論（注11)があてはまるように思われる。

次に，のべ作付面積の耕作可能地に対する割合

を土地利用率 (CI)とし，

(1 J 

それと農業構造の関係

をみてみよう（［ 1〕および［2〕)。

l H 

CI=191.9-3.34***A-0.16 S十区diDi（以下
(-20.76) (-1.35) i=l 

Dと略す） 応＝0.93

* 10~賃有意，＊＊ 5 客有意，＊＊＊ 1 似有意（以下， 同じ）

〔2J CI=l93.2-3.19*** A-0.22* S+0.04 LH 
(-17.68) (-1.76) (0.19) 

~ ̀  -- ，一，

I 

定数項
A 

s
 

第8表農業構造と土地の質

LH  I LM  

53.1 
-0.64*** 
(-4.53) 

0.05 
(0.48) 

0.94 

LL 
｀ ` ← 

13.2 
0.49*** 
(3. 99) 

-0.23** 
(-2.63) 

33.7 
0.15 
(1.57) 

0.18*** 
(2. 72) 

！ 

Dl~D18 
R'j  0.86 

（出所） 筆者作成。
（注） （）内は t値。＊ 10％有意，＊＊ 5％有意，

*** 1％有意（以下，同じ）。
R2は自由度調整済みの決定係数， D1~D18は県

ダミー。変数の説明は第7表参照。

0.89 
ー・ー ・・・・・・・

-0.26 LL+D 
(-1.12) 

[ 1〕は土地の質の差を説明変数に入れない場

合，［2〕は入れた場合である。 [2]をみると，高

位地比率と低位地比率のパラメータは有意ではな

それらの土地利用率への影響は小さいと言えく，

る。一方，経営規模(A)と小作面積率(S)のパラメ

ータは，

(1 Jと(2〕とで若干の差が見られるが大差はな

いずれにせよ，士地利用率は小規模経営ほどく，

高く，

（後者は十分に有意とはいえない）。

また，土地利用率は灌漑面積率(LI)に関連して

いると思われるので，

測してみた（〔 3J)。

[3] 

農業構造と土地の質の関係を反映して

小作面積率が小さいほど高いと言えよう

それを説明変数に加えて計

Cl=158.l-2.78***A-0.18 s+o.12 LH 
(-14.04) (-1.59) (0.66) 

-0.41* LL+0.71*** Ll+D 
(-1.93) (3. 76) 応＝0.94

[3)は，灌漑面積率のパラメータが有意であ

り，

を導くこと，

その 1似の増加が0.71はの士地利用率の上昇

さらに灌漑されていない低位地は土

地利用率が低いことを示している。また，（ 3〕で

は後述する規模と灌漑面積率との逆関係を反映し

て(2]におけるよりも規模と士地利用率の逆関係

が少し弱くなっているが，依然として農業構造と

土地利用率の関係に大きな変化はみられない。

一方，土地利用率は作付率 (Cl-1)と作付集約度

(CI-2)に分解して考えることができる。それぞれ

について [3〕と同じ形の計測を行なったものが

〔1J,〔5〕である。

[ 4 J 

(5〕

Cl-1=94.9-0.25***A+0.05***S+0.04 LH 
(-7.79) (2.72) (1.29) 

+0.02 LL-0.01 Ll+D R.2=0.72 
(0. 72) (-0.20) 

Cl-2=167.3-2.4l***A-O．切＊＊S+0.06LH 
(-13. 72) (-2.71) (0.34) 

lぅ
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-0.48*LL+0.70*** LI+D 
(-2.53) (4.18) R.2=0.95 

これらより次のことが明らかになる。 (1)土地の

質や灌漑面積率に関係しているのは作付率ではな

く作付集約度である。 (2)小規模経営ほど作付率，

作付集約度ともに高い"(3)小作面積率との関係

は，作付率については順関係（小作地を休耕させる

ことは考えにくいということで説明しうる），作付集約

度については逆関係である。

次に，〔 5〕にあらわれた農業構造と作付集約度

の関連をさらに分析するため，のべ作付面積をア

ウス，ジュート，アモン，ボロ，その他の作付面

積に分解し，それぞれを純作付面積で除した値

（以下，それぞれの作物の作付集約度と呼び，変数名は

順にAUS,JUT, AMO, noR, 0THとする。その和が

CI-2であることは明らかであろう）について計測を

行なった（第9表）。第 9表より得られる主なファ

インデ（ングは以下のように整理される。

(1)経営規模のバラメータに注目すると，作付集

約度の一2.82はアウスの一1.70, ジュートの

-0.21，アモンの0.23, ボロの一0.40, その他の

-0.74によって構成されており，これは，作付集約

度の規模間格差のうちアウスが60似，その他が26

盆ボロが14似，ジュートが 7佑，アモンが一 8

ぷをそれぞれ占めることを意味している。 (2),卜作

面積率のパラメータに注目すると，作付集約度の

-0.31はアウスの一0.47, その他の一0.18, アモ

ンの0.37でほぼ構成されている。

規模間の作付集約度の差の60硲がアウスによる

ものとするファインディングは，前節で検討した

アウスが加わる 2期作化という技術変化の主たる

担い手が小規模経営であったことを示唆するが，

経済学的に解釈すると， 自家労賃評価（労働の実

効価格）の低いはずである小規模経営ほど労働生

産性の低い（第3表）アウスを付加的により多く

作付する行動をとる（注12)， と理解できよう。次

に， 26吝をしめるその他の作物については，その

大部分が自給用の野菜（ラビ期に無灌漑で栽培され

るものが多い）であり，基本的に家族の食べる量し

か作付しないとすれば，小規模経営ほどその作付

渠約度が高いのはもっともであろう。また， 14も蹂

を占めるボロについては，それが灌漑の採用行動

の差，つまり経営規模と灌漑面積率の逆関係に起

因するものであることは，灌漑面積率(LI)を加え

た計測（第10表）をみれば明らか (Aのパラメータ

が008で有意ではない）であろう。

一方，小作面積率とアウスの作付集約度との逆

関係は季節小作の影響であると考えられる。すな

わち，小作契約期間が 1年ではなく，ある特定の

作期だけという形態があるが，ジョーンズによる

パニマラ村の事例ではバドイ期に小作契約が少な

第9表作付集約度の要因分解 (1)
---1 

AUS • JUT 

定炉

臼D1~D1, 
66.3 
-1. 70*** 
-0.47*** 
-0.18 
-0.45*** 

-1.4 
-0.21*** 

悶
-0.01 

R2 0.94 0.93 0.96 

（出所） 笙者作成。
（注） 変数の説明は第7表参照。

I6 

] AMO 

91.3 
0.23* 
0.37*** 
-0.14 
-0.43*＊＊ 

0.95 

BOR 

44.3 
-0.40*** 
-0.05 
-0.16 
0.39*** 

0.93 

0TH 

1.6 
-0. 74*** 
-0.18** 
0.41 *** 
0.18 

0.96 



1986120019.TIF

い傾向がみられる（注13)のである。

最後に，第10表にある淵漑面積率のパラメータ

に関連する若干の議論がある。菱口（注14)は灌漑の

導入によるボロの作付が伝統的なラビ期を20~40

Hはみ出すものとしたうえで，それに対する農民

の対応方法として次の二つを観察している。 (1)ア

ウスや直播アモンを直播から移植に替え，それら

の成育期間の短縮を図る（ただし，この場合には灌

概が必要となる）0 (2）アウスや直播アモンの作付を

放棄する。なお，（1）はボロに比較的早生であるタ

イペイー177(Taipei-177)を，（2）は IR8やバジャム

を採用した場合の典型的な対応である。

灌漑によるボロの導入がアウスや直播アモンの

放棄を伴うという現象は，ラーマン(R.I. Rahman) 

やアーメド (J.U. Ahmed)， カーン (A.R. Khan) 

も報告している（注15)ほか，ジョーンズによるパニ

マラ村の事例（第4表）もそれを示唆している。

ところが，第10表の泄漑面積率のバラメータ

は，ボロ以外は有意ではなく，その他の作物の若

干の減少が認められるのみである。すなわち，灌漑

の導入は，ラビ期の野菜類をボロに代替させる効

果を少し持つだけにとどまり，他の作期への影響

はほとんどないという結果を得ているのである。

この矛盾は，第10表の計測が1977年センサス時

バングラデシュにおける農業発展

点のものであることに起因すると考えられる。つ

まり，灌漑の導入が相対的にコストの低い低位地

から先に行なわれてきているとすれば， 1977年セ

ンサス時には，まだアウスや直播アモンと競合す

る L-3, L-4への灌漑の目立った拡大がすすん

でいなかったためではないだろうか。

そしてもしこの仮説が正しいとすれば，今後の

灌漑の拡大は，アウスや直播アモンを減少させる

ことになる可能性が強いであろう。

3. 農業構造と灌漑， HYV, 化学肥料の採用

(1) 灌漑

1977年センサスでは灌漑の採用農家率と採用面

積率が入手可能であり，ここではそれらと農業構

造の関連を分析する。

はじめに，採用農家率については，灌漑方法は

どうであれ採用している農家の比率 (I)および低

揚程ボンプの採用農家率 (I-LLP)，チューブウェル

の採用股家率 (I-TW)について計測した（〔6J, 

(7)，〔8J)。

〔6J l=105.5+0.2l*A-O.ll S-0.61***LH 
(1.74) (-1.35) (-4.48) 

+0.35** LL+D 
(2.33) 応＝0.96

(7 J I-LLP=39.5+0.17**A+0.03 S-0.18** LH 
(2.55) (0. 75) (-2.54) 

第10表作付集約度の要因分解 (2)
-----•—|—-- --- -
cr-2 AUS JUT AMO I -` BOR 0TH 

167.3 64.7 -0.9 

-9-1. 3430959 22 1471**＊＊＊ ＊ , .. 

2.9 8.7 
-2.41 *** -1. 68*** -0.21*＊＊ 0. 0.08 -0.82*** 
-0.'n** -0.46*** 0.01 0. -0.00 -0.19** 
0.06 -0.17 0.04 -0. -0.06 0.39*** 

LL -0.48** -0.46*** -0.01 -0. 0.21*** 0.21 
LI 0.70*** 0.03 -0.01 -0. 0.84*** -0.14 
D1~Drn 
R2 0.95 0.92 0.96 0. 0.98 0.96 

（出所） 等者作成。
（注） 変数の説明は第7表参照。

l 7 
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+0.19** LL+D 
(2.32) R"=0.93 

〔8J I-TW=l.4+0.15*** A-0.02 s+o.02 LH 
(3.16) (-0.48) (0.41) 

+0.12* LL+D 
(1.91) 応＝0.87

バングラデシュにおける灌概の基本は残留水の

くみあげにあるが，その特徴は，〔6]において高

位地比率のパラメータが負であり，低位地比率の

それが正であることにあらわれている。一方，経

営規模のパラメータは正であり，その傾向は低揚

程ポンプやチューブウェルにおいて強くみられ

る。前述のように，低揚程ボンプ゜やチューブウェ

ルは主としてBADCによって供給され，大部分は

郡濯漑計両グルーフ゜ (ThanaIrrigation Programme 

Group)や総合農村開発計画 (Integrated Rural 

Development Programme)の下における郡中央協

同組合連合会 (ThanaCentral Cooperative Associa-

tion，略称TCCA)から単協(KrishiSamabaya Samity, 

略称 KSS)へのルートを通じて販売または貸付け

られる。 KSSの問題点として土地なし農民や零細

農家が排除されているとする指摘があるが（注16),

ヒの計測結果はそれを支持するものである。ただ

し，小作面積率のパラメータは有意ではなく，小

作農家は KSSから排除されていないか，もしく

は地主を通じて供給を受けていると考えられよ

う。

次に，採用面積率については，近代的方法によ

る（低揚程ボンプおよびチューブウェル）灌漑面積率

(LI-M)，伝統的方法による灌漑面積率 (LI-T)およ

ぴその合計値 (LI)について計測を行なった（〔 9〕,

(10), (llJ)。

(g) LI-M=21.3-0.17**A+0.04 S-0.02 LH 
(-2.53) (0.94) (-0.21) 

+0.21** LL+D 
(2.44) 

I8 

詑＝0.86

〔10) LI-T=28.2-0.40*** A-0.09**S-0.10 LH 

+0.02 LL+D 
(0.19) 

(-6.53) (-2.25) (-1.50) 

R2=0．い．

(llJ Ll=49.5-0.57*** A-0.05 S-0.12 LH 
(-5.54) (-0.73) (-1.03) 

+0.22* LL+D 
(1.70) 応＝0.91

これらの結果のうち特に注目されるのは，〔6J

～〔 8〕でみた規模と採用農家率の順関係が，規模

と採用面積率とでは逆関係に転じた点である。ま

た，その傾向は伝統的灌漑法について著しい。小

模規経営ほど伝統的灌漑法による灌漑面積率が高

いという現象は，その著しい労働集約性を考慮す

れば，前項で述べたアウスの場合と同様，小規模

経営ほど自家労賃評価が低いことをもって説明で

きよう。ただし，〔9〕をみると近代的灌漑法につ

いても小規模経営ほど採用面積率が裔くなってい

るが，これについては原因がよくわからない。今

後の検討課題としたい。

一方，小作面積率のバラメータで注目されるの

心伝統的灌漑法について負で有意になっている

点であろう。バングラデシュの小作の93.3宮が刈

分小作である直17)ことを考えれば，これは次のよ

うな新古典派的説明で説明されよう。すなわち，

小作面積率の高い経営ほど自家労賃評価は低くな

るであろうが，他方，刈分小作制度の下において

は小作人に帰属するところの労働に対する限界収

入が半減してしまい，後者の効果が前者のそれを

上回るため，である。

12) HYV 

本稿では稲の HYVだけを取扱う。また， 1977

年センサスでは HYVの採用面積率のみが入手可

能であり，採用農家率は扱えなかった。

HYVの採用面積率 (HYV-0)と農業構造との関

連は(12〕のように回帰される。
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〔12) HYV-0=58.3-0.41 *** A-0.20*** S 
(-6.77) (-4.62) 

-0.25*** LH-0.09 LL+D 
(-3.73) (-1.16) 応＝0.96

すなわち，小規模経営ほど，また小作面積率が

小さいほど HYV採用面積率が高い。

次に， HYVの採用は灌漑の有無に大きく規定

されると考えられるので，稲に対する灌漑面積率

(LI-0)を説明変数に加えて計測した（〔13〕）。ただ

しLI-0と農業構造の関連は(14〕のとおりである。

〔13) HYV-0=40.6-0.26*** A-0.15*** S 
(-4.62) (-4.26) 

-0.18*** LH-0.17**1ふ＋0.48***LI--0-t-D 
(-:l.02) (-2.55) (5.39) 

応＝0.97

〔M〕 Ll-0=,37.1-0.30***A-0.08 S-0.15**LH 
(-4.38) (-1.74) (-2.03) 

+0.17*LL+D 
(1.97) 哀2=0.92

〔13〕は重要な事実を物語っているものとして注

目される。つまり， HYVの採用は灌漑の有無と

いう条件以外に，経営規模や小作面積率という制

度的・社会経済的条件によっても決定されている

ということである。

この問題をさらに限定するため，アウス，アモ

ン，ボ l1のそれぞれの HYV採用面積率について

〔13〕と同じ形の計測を行なった（第11表）。この表

から得られるファインディングを整理すると，（1)

ボロのHYV採用はほぼ灌漑の有無のみに規定さ

れる。(2)灌漑の採用行動の影孵を除いた場合，アウ

スの HYV採用面積率は大規模経営ほど高く，小

作面積率が大きいほど高い。(3)アモンのHYV採用

面積率は稲全体のそれ ([13J)と同じ構造をもつ。

(2)は前項でみたようなアウスの作付集約度と農

業構造との関連，つまり経営規模や小作面積率と

の逆関係を反映したものであろう。アウスの作付

集約度が大きければ， HYV採用面積率はそれだ

バングラデシュにおける農業発展

第11表アウス，アモン，ボロのHYV

採用面積率と農業構造
.．．．．．  

HYV-1 I HYV-2 I HYV-3 

定数項
A 

心
LL 
Ll-l~LI-3 
D,~D15 
R2 

11.5 
0.08* 
0.08** 
O.if/ 

0.01 
0.88*** 

0.96 

（出所） 筆者作成。

40.9 
-0.25*** 
-0.11** 
-0.21** 

-0.12 
0.82*** 

0.93 

-30.2 
-0.50 
-・9.16 
0.38 

0.02 
0.89*** 

0.85 

（注） HYV-1, HYV-2, HYV-:1は，それぞれアウ

ス，アモン，ボロの HYV採用面積率。 LI-1,LI 

-2, LI-3は，それぞれアウス，アモン，ボロの灌

漑面積率。変数の説明については第7表参照。

け小さくならざるをえないからである。

一方，（3）については1977年センサスからは得ら

れない情報，すなわちアモンのうちの直播アモン

と梢付アモンの比率の差がその原因の一つである

と考えられる。いくつかの事例研究では大規模経

営ほど直播アモンの比率が高いことをはっきり示

しており（第12表），直播アモンヘの HYVが末開

発であることを考えあわせれば，大規模経営ほど

アモンのHYV比率が小さくなるのはうなづける。

また，小作面積率の高さがHYVの採用を阻害する

要因としてはたらくのは，（1）小作契約が一般にロ

頭で行なわれ，しかも契約期間が2年以下のもの

が面積にして47.9佑 (BBS,Summary Report of the 

1977 Land Occupancy Survey of Rural Banlgadesh 

ダッカ， 1977年， 18ページ， tablevii)を占めるとい

う契約の不安定性が小作人の投資意欲を減ずるで

あろうということや，（2)灌概，種子，化学肥料，農

薬などの投入財の負担がほとんどの場合小作人側

にある（同上， 19ページ， tableviiiによれば99芯以

上）にもかかわらず生産物は折半されるために，

小作地においてそれら投入財を採用するインセン

ティブが阻害されるから（注18)であると思われる。

ただし，生産物の分配を地主3分の 1''卜作人 3

19 
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第12表経営規模別のアモンの作付 （％） 

―経営規模 ー・・・・・・・
アモン作付集約度直播アモンの比率

（エーカー）

0.01~0.99 I 46.6 I 27.4 
1.00~1.99 I 52.0 I 56.1 
2.00~3.49 I 47.8 I 41.2 
3.50~4.99 I 47.0 I 47.3 
5.00~7.49 I 44.1 I 59.9 
7.50~ 44.7 I 6s.1 

（出所） Ahmed, Iqbal, "Farm Size and Labour 

Use: Some Alternative Explanations," 0吋ord

Bulletin of Economics and Statistics, 第43巻

第1号， 1981年1月， 86ページ， Table10より

作成。

分の 1,投入財の負担者3分の 1とする事例もあ

り（注19)，投入財の比重が微小であった在来種の栽

培において確立されていた小作慣行（投入財負担

は小作人にあり，生産物は折半）がHYVの導入に伴

って変化しつつある可能性も否定できない。それ

を認めれば，小作制度が新技術の導入を阻害する

という命題は，制度変化が若干のラグをもって生

起するために観察された一時的な現象ということ

になるであろう。その真偽は今後に残された課題

である。

HYVの採用と農業構造との関連については，

多くの事例研究がある（注20)。それらは1977年セン

サスでは得ることのできなかった採用農家率や採

用農家のみの採用面積率という指標も分析の対象

とし，前者については規模と順関係，後者につい

ては逆関係にあることを明らかにしている。本稿

で扱った採用面積率はほぼ採用農家率と採用農家

のみの採用面積率によって決まるが（注21)，多くの

研究は，後者の効果が前者のそれを上回るため

に規模と採用面積率が逆関係にあるとしており

（注22)，本稿の計測結果と矛盾しない。

ただし，以上のファインディングを説明するも

のとしては，農繁期の労働力不足が大規模経営に

不利にはたらくとする説（注23)ゃ，小規模経営の生

20 

存の必要に迫られた (subsistencepressure)やむを

えざる行動であるとする説（注24)，大規模経営に資

本制限がはたらいているためであるとする説（注25)

などがあるが，合意が得られていない。

一方，小作面積率との関連については，イフテ

ィカール・アーメド(IftikhalAhmed)（注26)は，それ

が採用農家率のみならず採用殷家のみの採用面積

率をも低くする要因としてはたらき（したがって採

用面積率を低くするであろう）， さらにその傾向がボ

口よりもアモンにおいてみられるとしているが，

これは第11表の計測結果と矛盾しない。

(3) 化学肥料

1977年センサスから得られる情報は化学肥料の

採用農家率 (F)と採用面積率 (LF)だけであり，

その面積当り投入水準については不明である。そ

の意味ではこの分析には大きな限界があろう。

次の，〔応〕，〔16]がそれらと農業構造の関連を

計測したものである。

〔15] F=131.0+1.19*** A-0.04 S-0.65***LH 
(5.57) (-0.24) (-2.75) 

-0.35 LL+D 
(-1.30) 応＝0.93

〔16) LF=103.7-0.15 A-0.24*** S-0.15 LH 
(-1.53) (-3.55) (-1.32) 

-0.27** LL+D 
(-2.12) 応＝0.98

これらの計測からわかることは，まず，化学肥

料の採用農家率については，大規模経営ほど高

く，小作面積率には無関係である。化学肥料の調

達はBADCが行ない，販売ルートとしてはTCCA

からKSSを通じる場合とBADCの指定する卸売・

小売業者を通じる場合があるが，灌漑と同様ここ

でも KSSの組織上の問題が反映していると思わ

れる。一方，採用面積率については小規模経営ほ

ど高く（有意ではないが），小作面積率が大きいほど

低い。前者の原因は多分に灌漑やHYVの採用行
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動にあるといえる ((17〕のAのパラメータに注意）

が，後者についてはそのほかにさきに触れたよう

な化学肥料の負担が原則として小作人にあること

や小作契約の不安定性が影響した結果であろう。

〔訂〕 LF=73.4+0.11A-0.17**S-0.04 LH 
(0.88) (-2.29) (-0.33) 

-0.29** LL+0.24** Ll+0.32 HYV-O+D 
(-2.34) (2.09) (1.65) 

R'=0.98 

（注1) 農業の労働吸収力は，ストックとしての士

地に対する扉用景（フロー）として定義される。アジ

アの稲作地域における農業の労働吸収力をめぐる議論

については， Ishikawa,S., Essays on Technology, 

Employment, and Institutions in Economic De-

匹 lopme叫東京， Kinokuniya, 1981年，第 1章が

ある。

（注 2) Bharadwaj, K., Production Conditions 

in Indian Agriculture: A Study Based on Farm 

Management Surveys,ロンドン， CambridgeUni-

versity Press, 1974年，がよくまとまっている。さら

に， この 1廿1題を最も包括的に扱ったものとしては，

Berry, R. A. ; W. R. Cline, Agraria,』 Structure

and Productivity in Developing Countries, ボル‘

チモア， JohnsHopkins University Press, 1979年，

がある。

（注3) たとえば Bharadwaj,前掲杏，第 2卒。

（注4) Ahmed, Iqbal, "Farm Size and Labour 

Use: Some Alternative Explanations," 0吋ord

Bulletin of Economics and Statistics,第43巻第 1

号， 1981年1月， 81~87ページ。ただし，彼はその原

因を，大規模経営が農繁期に直面する労働力不足に求

めている。

（注5) 刈分小作制度について古典派から新古典

訊さらにそれを批判する張 (Cheung)の理論をサー

ベイしたものとしては，福井清一『互酬的刈分小作制

度の経済分析』大明堂 1984年がある。

（注6) Griffin, K., The Political Economy of 

Agrarian Change,ロンドン， Macmillan,1974年。

（注7) Hayami, Y.; V. W. Ruttan, Ag1i-

cultural Development: An lnte1national Per→ 

spective（改訂増補版），ボルチモア， JohnsHopkins 

University Press, 1985年，第11章を参照のこと。

バングラデシュにおける農業発展

（注8) その原因の一部は，小規模経営の方が農地

に占める屋敷地の割合が高いことに求められよう（屋

敷地は冠水しない高位地にある）。

（注9) ただし，低位地のうち灌漑の導入の可能な

土地は生産性が高いと考えられる。

（注10) 渡辺前掲論文 7ページ。

（注11) Bhagwati, J. N.; S. Chakravarty, "Con-

tributions to Indian Economic Analysis: A Survey," 

American Economic Review,第59巻第 3号， 1969

年9)3,42ページ。

（注12) この説明は労働市湯の不完全性に立脚して

いる。それは，願用確率が 1よりもかなり小さいとい

う労働市場の硬直性，情報の不完全性のほか，被犀用

労働に対する社会的評価の低さや，イスラム社会ゆえ

の女性労働市場の未発達等に起因すると考えられる。

（注13) 各作期における小作地の耕地面積に対する

割合は，バドイ期16~な，アガニ期33ほ， ラビ期34ほで

ある (Jones,前掲論文， 206ペーシ）。

（注14) 交口善美「東ベンガルにおける土地利用の

形態とその発展ー―—コミラ県サウス・ランプール村の

事例を中心として一―-」（『アジア経済』第13巻第3号

1972年3月） 40ページ。

（注15) Rahman, R. I., New Technology in 

Bangladesh Agriculture: Adoption and Its Impact 

on Rural Labour Market,バンコク，ILO-ARTEP,

出版年不明， 27ページ／Ahmed,J. U., Agricultural 

Development Strategies: Bangladesh, ゲッティ

ンゲン， Herodot,1984年， 35ページ／Khan,前掲論

文， 402ページ。

（注16) 第1にKSSの組合員資格の取得（組合株の

購人義務，知週•••定額の貯蓄義務等が必要）が貧般

滋には困難であること，第2に頌農層が KSSの理事

会役員を務めることが多く，貧農層は組合加入が自ら

の利益にならないと悟っていること，が原因である

(Khan,前掲論文， 403ページ）。

（注17) 国際農林業協力協会 前掲書 105ページ。

（注18) パニマラ村の事例 (Jones,前掲論文， 207

ページ）では，生産物折半の下で小作人がボンプの使

用料以外のコストをすぺて負担している。ジョーンズ

は，小作制度が新技術普及の阻害要因であることの理

由の一つをここに求めている。

（注19) Bangladesh Unnayan Parishad; World 

Bank, Chandpur Irrigation Project: A Socio-

2I 
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economic Evaluation, ダッカ， 1982年や， Center

for Social Studies; Dhaka University; United 

Nations Development Programme, Barisal Area 

III Proje('t : Report on Socioeconomic Survey, ダ

ッカ， 1980年による。また，睾者によるマイメンシン

(Mymensingh)県パチョムタルディギ村の聞き取り

(1986年 1月）によると， HYVの栽培の場合，次の

一つの小作契約がみられた。 (1)生産物折半でかつ投入

財負担も分けあう。 (2)投入財負担は小作人のままであ

るが，小作人は生産物の 3分の 2を受け取る。

（注20) Muqtada, M., "The Seed-FeれilizerTech-

nology and Surplus Labour in Bangladesh Agri-

culture," Bangladesh Development Studies，第 3巻

第 4号， 1975年 4月／Assaduzzaman,M., "Adoption 

of HYV Rice in Bangladesh," Bangladesh Deve・

lopment Studies, 第 7巻第 3号， 1979年 3月／

Rahman，前掲書／Ahmed,Iftikhal, Technological 

Change and Agrarian Structu1e: A Study of 

Bangladesh, ．ジュネープ， ILO,1981年／Muqtada,

M.; M. M. Alam, Hired Labour and Rural Labour 

Market in Bangladesh, パンコク， ILO,1983年／

Mahmud, W.; M. Muqほda,Institutional Factors 

and Technological Innovations: The Case of 

HYV Rice in Bangladesh,ジュネープ， ILO,198:1 

年などがある。

（注21) ある農家集団のなかで採用農家の平均規模

がその集団の平均規模に等しい場合には，採用面積率

は採用農家率と採用農家のみの採用面稽率との積に等

しくなる。証明は以下のとおり。

ある農家集団の農家数を n, 経営面積を a, 採用農

家数をn1，採用農家の経営面積をa1， うち採用面積を

al’ とすると，採用農家率は， n1/n，採用農家のみの採

用面積率は aI’/a1，採用面積率は a1'/aである。

そして，

(ni/n)・(ai'/a1)= (n,/n)・(a/a,)・(a.'/a)

=(:I:;)・ (ai'/a) 
すなわち，（a/n)= (ai/n1)のとぎ
(n,/n)・(a1'/a1)= (ai'/a) である。

（注22) 順関係にあるとする研究もある。たとえ

ば， Ahmed,Iftikhal,前掲書， 24ページ。

（注23) Muqtada; Alam,前掲書， 73~93ページ。

（注24) Mahmud; Muqtada, 前掲書， 41~45ペ
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ージ。また，アサドゥザマン (Assaduzzaman,前掲論

文）は，採用農家率と規模の順関係を小規模農家のリ

スク回避行動に，採用農家のみの採用農家率と規模の

逆関係を小規模農家の生存の必要に迫られた行動に，

それぞれの原因を求めている。

（注25) Rahman,前掲書， 21~24ページ。ラーマ

ンによれば，大規模経営が資本制限に直面していると

いう逆説は次のように説明される。バングラデシュの

股村では信用市場の二重構造がみられ，一方には協同

組合や銀行を通ずるものがあり，他方には私的な信用

関係がある（それは，さらに友人や親類などを通ずる

無利子のものとその他の高利貸に分かれる）。大規模

層は，予想されるように，前者の市場へのアクセスに

おいて有利であるが， さらに不足分について後者の市

場にも需要者としてあらわれるが，市場の未組織ゆえ

に十分に満たされない。一方，小規模層はほぼ全面的

に後者に頼らざるをえないが，資金需要の絶対額が小

さいために親類などを通じた無利子の信用だけで大部

分が足りてしまう。その結果，経営面租あたりの借入

金は小規模層の方がかえって多くなり， HYVの採用

面積率も高くなるというのである。

（注26) Ahmed, Iftikhal,前掲書， 17~26ページ。

結語

本稿は，第I節においてバングラデシュにおけ

る1948~82年の農業成長の諸源泉を検討し，第11

節ではそれをふまえたうえで， 1977年農業センサ

スにあらわれた農業構造と技術変化の関連を分析

した。ここでは，最後に，第11節の分析結果がも

つ含意に言及して本稿の結論にかえたい。

第11節の第2項では農業構造と土地利用の関連

を分析し，まず，経営規模と士地利用の集約性が

逆関係にあることが明らかになった。このファイ

ンディングは，規模と土地生産性や労働吸収力と

の逆関係という命題が集約的な士地利用や作物選

択の差に起因するところが大きいとする見解に照

らすとき，非常に有意義なものとなってくる。と

りわけ，土地利用の集約性の具体的内容が，労働
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生産性の低いアウスやラビ期の無灌漑作物および

伝統的灌漑を用いたボロなどを付加的に，より多

く作付することであったというファインディング

は，小規模経営の方が，一定の土地に対して実効

価格の低い労働力を多投することによって，大規

模経営よりも（投下労働最に比例的ではないが）より

多くの産出を得ていることを示唆するものとして

位置づけられよう。

また，小作面積率と土地利用率の弱い逆関係

は，その原因が本文で言及したように，季節小

作，とりわけある特定の時季における土地貸借市

場の縮小にあるとすれば，それをもって，（小作契

約条件の如何という意味の）小作制度が土地利用の

集約化を阻害する要因であるとはいえない。ただ

し，その場合，特定の時季に貸借市場から引きあ

げられた土地が，地主の下で遊休化しているとす

れば，小作地のI91作地化という意味の士地改革に

よって士地利用が集約化することになろう。

次に、第1I節の第 3項では農業構造と灌漑， H

YV,化学肥料の採用率との関連を分析した。そ

こで得られた結論は，経営規模との関連では，小

規模経営ほどそれら投入財へのアクセスが不利で

あるにもかかわらず， 大規模経営よりも高い（少

なくとも同等の）採用面積率を達成しているという

こと，また小作面積率との関連では，それが投人

財の採用を阻害する要因としてはたらいていると

いうことであった。以上の結果は，緑の革命以前

にみられた規模と土地生産性の逆関係が緑の革命

以後弱まったとする説がバングラデシュにはあて

はまらないことを意味するとともに，緑の革命の

普及を阻布する制度的要因があるとすれば，それ

は小規模経営が圧倒的に多いという構造にあるの

ではなく，小作制度にあることを示唆する（ただし，

小作制度については，本文でも述べたように技術変化に

パングラデシュにおける農業発展

伴う制度変化にラグがあったことの反映にすぎない可

能性があり，今後なお検討を要する）。

バングラデシュの農村における人口圧力は，少

なくとも今後しばらくはさらに高まるであろう。

農業の労働吸収力を高めることが重要な課題の一

つとなる理由がここにあるが，灌漑の導入による

多毛作化がそれに対する最も有効な手段として注

目されている（注 l)。また，バングラデシュでは灌漑

と調整過程の一部以外には腹作業の機械化がほと

んど進んでいないが，そういう状況下では， HYV

や化学肥料の採用という技術変化もまた労働吸収

力を高めるであろう（注2）。したがって，労働吸収

力という観点からも，いわゆる緑の革命という技

術変化（灌甑 HYV,化学肥料の採用）を一層推進

させる必要があるが，その際，単に分配上の観点

からだけではなく効率面からみても，大規模経営

や地主の方がより革新的 (innovative)であるとし

てそれらの層を政策的に支援する理由がない，と

いうことを本稿の分析は示唆しているのである。

（注 l) 労働吸収力という観点からみた灌漑の菫要

性を実証的に検討したものとしては，菊池置夫「農業

における技術変化と屈用吸収カー―ーフィリピン稲作農

村の人11史からの接近―--」（『農業総合研究』第40巻

第4号 1986年10月）がある。

(IL 2) Bartsch, W. H., Employment and Tech-

nology Choice in Asian Agriculture, ニューヨ

ク， Praeger,1977年， 35ページを参照のこと。ま

た，実証的には， Khan,A. R., "Increasing Produc心

tive Employment in Bangladesh Agriculture: 

Problems and Policies," ILO, Employment Ex-

pansion in Asian Agril'lllture: A Comparative 

Analysis of South Asian Countries,バンコク，1980

年がある。

〔付記〕 本稿は1985年度東京大学修士論文の一部に

加筆・修正を加え，まとめたものである。

（農林水産行農業総合研究所）
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